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(57)【要約】
【課題】シースの外径の拡大を防止しつつ、先端側では
柔軟性を備え、基端側では高剛性を備える画像診断用カ
テーテルを提供する。
【解決手段】画像診断用カテーテル１００は、先端部に
超音波振動子１４５ａが設けられた回転可能な駆動シャ
フト１４０と、駆動シャフトが挿入され軸方向に延在す
るシース１１０と、シースの内部に設けられ、駆動シャ
フトの剛性を先端側より基端側において高くする剛性変
化部１０と、を有する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先端に信号送受信部が設けられた回転可能な駆動シャフトと、
　前記駆動シャフトが挿入され軸方向に延在するシースと、
　前記シースの内部に設けられ、前記駆動シャフトの剛性を先端側より基端側において高
くする剛性変化部と、を有する画像診断用カテーテル。
【請求項２】
　前記剛性変化部は、前記駆動シャフトの先端に対して所定の距離だけ基端側に離間した
位置から基端側に向けて配置される請求項１に記載の画像診断用カテーテル。
【請求項３】
　前記剛性変化部は、前記軸方向に延在して設けられる請求項１または請求項２に記載の
画像診断用カテーテル。
【請求項４】
　前記駆動シャフトは、
　可撓性を備える管体と、
　前記管体の内部に挿通された電気信号ケーブルと、を有し、
　前記剛性変化部は、前記電気信号ケーブルに対して径方向の内方側に配置される請求項
１～３のいずれか１項に記載の画像診断用カテーテル。
【請求項５】
　前記駆動シャフトは、
　可撓性を備える管体と、
　前記管体の内部に挿通された電気信号ケーブルと、を有し、
　前記剛性変化部は、前記電気信号ケーブルが埋められるとともに前記管体の内腔を埋め
るように配置される軸部を備える請求項１～３のいずれか１項に記載の画像診断用カテー
テル。
【請求項６】
　前記駆動シャフトは、
　可撓性を備える管体と、
　前記管体の内部に挿通された光ファイバケーブルと、を有し、
　前記剛性変化部は、前記光ファイバケーブルの外周を被覆するように配置される請求項
１～３のいずれか１項に記載の画像診断用カテーテル。
【請求項７】
　前記剛性変化部は、先端に設けられ先細り形状のテーパ部を備える請求項１～６のいず
れか１項に記載の画像診断用カテーテル。
【請求項８】
　前記剛性変化部は、先端側よりも基端側が密となるように、前記軸方向に断続的に設け
られる請求項１または請求項２に記載の画像診断用カテーテル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像診断用カテーテルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、生体内の疾患部位等の診断を行うための診断画像を取得するために使用され
る医療装置として、血管内超音波診断法（ＩＶＵＳ：Ｉｎｔｒａ　Ｖａｓｃｕｌａｒ　Ｕ
ｌｔｒａ　Ｓｏｕｎｄ）や光干渉断層診断法（ＯＣＴ：Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｈｅｒｅｎ
ｃｅ　Ｔｏｍｏｇｒａｐｈｙ）といった画像診断装置に使用される画像診断用カテーテル
がある。
【０００３】
　画像診断用カテーテルは、先端に信号送受信部が設けられた回転可能な駆動シャフトと
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、駆動シャフトが挿入されるシースとを備えている。画像診断用カテーテルの使用時には
、駆動シャフトを回転させつつ後退移動させることにより、駆動シャフトを先端側から基
端側へ移動させる、いわゆるプルバック操作（中引き操作）や、駆動シャフトを先端側へ
押し込む押し込み操作が行われる（下記特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１５－１１９９９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このような画像診断用カテーテルでは、操作性の観点から、先端部側ではガイドワイヤ
に追従する柔軟性を備えること、かつ、基端部側ではプッシャビリティ（押し込み力の伝
達性）の向上のために高剛性を備えることが求められる。基端部の剛性を高めるためには
、例えばシースの内径が一定でシースの肉厚を拡大することが考えられるが、他のデバイ
スとの配置性の観点から、シースの外径を拡大することは好ましくない。
【０００６】
　本発明は、上述した課題に鑑みてなされたものであり、シースの外径の拡大を防止しつ
つ、先端側では柔軟性を備え、基端側では高剛性を備える画像診断用カテーテルを提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成する画像診断用カテーテルは、先端に信号送受信部が設けられた回転可
能な駆動シャフトと、前記駆動シャフトが挿入され軸方向に延在するシースと、前記シー
スの内部に設けられ、前記駆動シャフトの剛性を先端側より基端側において高くする剛性
変化部と、を有する。
【発明の効果】
【０００８】
　上記のように構成した画像診断用カテーテルによれば、剛性変化部は、駆動シャフトの
剛性を先端側より基端側において高くすることができる。また、剛性変化部は、シースの
内部に配置されているため、シースの外径の拡大を防止することができる。したがって、
シースの外径の拡大を防止しつつ、先端側では柔軟性を備え、基端側では高剛性を備える
画像診断用カテーテルを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の第１実施形態に係る画像診断用カテーテルに外部装置が接続された状態
を示す平面図である。
【図２】第１実施形態に係る画像診断用カテーテルの全体構成を概略的に示す平面図であ
り、図２（Ａ）は、プルバック操作を実施する前の状態を示す図、図２（Ｂ）は、プルバ
ック操作を実施した際の状態を示す図である。
【図３】第１実施形態に係る画像診断用カテーテルの先端側の構成を示す拡大断面図であ
る。
【図４】図４（Ａ）は、図３の４Ａ－４Ａ線に沿う断面図であって、図４（Ｂ）は、図３
の４Ｂ－４Ｂ線に沿う断面図であって、図４（Ｃ）は、図３の４Ｃ－４Ｃ線に沿う断面図
である。
【図５】第１実施形態に係る画像診断用カテーテルの基端側の構成を示す拡大断面図であ
る。
【図６】第１実施形態の変形例に係る画像診断用カテーテルの先端側の構成を示す拡大断
面図である。
【図７】図７（Ａ）は、図６の７Ａ－７Ａ線に沿う断面図であって、図７（Ｂ）は、図６
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の７Ｂ－７Ｂ線に沿う断面図であって、図７（Ｃ）は、図６の７Ｃ－７Ｃ線に沿う断面図
である。
【図８】第２実施形態に係る画像診断用カテーテルの先端側の構成を示す拡大断面図であ
る。
【図９】第３実施形態に係る画像診断用カテーテルの先端側の構成を示す拡大断面図であ
る。
【図１０】電気信号ケーブルの変形例を説明するための図である。
【図１１】画像診断用カテーテルの変形例を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　＜第１実施形態＞
　以下、添付した図面を参照しながら、本発明の実施形態を説明する。なお、以下の説明
は特許請求の範囲に記載される技術的範囲や用語の意義を限定するものではない。また、
図面の寸法比率は説明の都合上誇張されており、実際の比率とは異なる場合がある。
【００１１】
　図１は、本発明の第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００に外部装置３００が
接続された状態を示す平面図であり、図２は、第１実施形態に係る画像診断用カテーテル
１００の全体構成を概略的に示す図であり、図３、図４は、第１実施形態に係る画像診断
用カテーテル１００の先端側の構成を示す図であり、図５は、第１実施形態に係る画像診
断用カテーテル１００の基端側の構成を示す図である。
【００１２】
　第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００は、血管内超音波診断法（ＩＶＵＳ）
に適用される。図１に示すように、画像診断用カテーテル１００は、外部装置３００に接
続されることによって駆動される。以下、図１～図５を参照して、画像診断用カテーテル
１００について説明する。
【００１３】
　図１、図２に示すように、画像診断用カテーテル１００は、生体の体腔内に挿入される
シース１１０と、シース１１０の基端側に設けられた外管１２０と、外管１２０内に進退
移動可能に挿入される内側シャフト１３０と、信号を送受信する振動子ユニット１４５を
先端に有してシース１１０内に回転可能に設けられる駆動シャフト１４０と、シース１１
０の内部に設けられる剛性変化部１０と、外管１２０の基端側に設けられ内側シャフト１
３０を受容するユニットコネクタ１５０と、内側シャフト１３０の基端側に設けられたハ
ブ１６０と、シース１１０および外管１２０を接続する中継コネクタ１７０と、を有して
いる。第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００は、ガイドワイヤＷが画像診断用
カテーテル１００の先端部のみを通る構造を有するラピッドエクスチェンジ（ＲＸ）タイ
プである。
【００１４】
　明細書の説明においては、画像診断用カテーテル１００の体腔内に挿入される側を先端
または先端側と称し、画像診断用カテーテル１００に設けられたハブ１６０側を基端また
は基端側と称し、シース１１０の延在方向を軸方向と称する。
【００１５】
　図２（Ａ）に示すように、駆動シャフト１４０は、シース１１０、シース１１０の基端
に接続した外管１２０、外管１２０内に挿入される内側シャフト１３０を通り、ハブ１６
０の内部まで延在している。また、駆動シャフト１４０の径方向の内方側には、剛性変化
部１０が配置されている。
【００１６】
　ハブ１６０、内側シャフト１３０、駆動シャフト１４０、振動子ユニット１４５、およ
び剛性変化部１０は、それぞれが一体的に軸方向に進退移動するように互いに接続されて
いる。このため、例えば、ハブ１６０が先端側に向けて押される操作がなされると、ハブ
１６０に接続された内側シャフト１３０は外管１２０内およびユニットコネクタ１５０内
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に押し込まれ、駆動シャフト１４０、振動子ユニット１４５、および剛性変化部１０がシ
ース１１０の内部を先端側へ移動する。例えば、ハブ１６０が基端側に引かれる操作がな
されると、内側シャフト１３０は、図１、図２（Ｂ）中の矢印ａ１で示すように外管１２
０およびユニットコネクタ１５０から引き出され、駆動シャフト１４０、振動子ユニット
１４５、および剛性変化部１０は、矢印ａ２で示すように、シース１１０の内部を基端側
へ移動する。
【００１７】
　図２（Ａ）に示すように、内側シャフト１３０が先端側へ最も押し込まれたときには、
内側シャフト１３０の先端部は中継コネクタ１７０付近まで到達する。この際、振動子ユ
ニット１４５は、シース１１０の先端付近に位置する。
【００１８】
　図２（Ｂ）に示すように、内側シャフト１３０の先端には抜け防止用のコネクタ１３１
が設けられている。抜け防止用のコネクタ１３１は、内側シャフト１３０が外管１２０か
ら抜け出るのを防止する機能を有している。抜け防止用のコネクタ１３１は、ハブ１６０
が最も基端側に引かれたとき、つまり外管１２０およびユニットコネクタ１５０から内側
シャフト１３０が最も引き出されたときに、ユニットコネクタ１５０の内壁の所定の位置
に引っ掛るように構成されている。
【００１９】
　図３、図４に示すように、駆動シャフト１４０は、可撓性を有する管体１４０ａと、管
体１４０ａの内部に挿通された電気信号ケーブル１４０ｂと、を有している。管体１４０
ａは、例えば軸まわりの巻き方向が異なる多層のコイルによって構成することができる。
コイルの構成材料として、例えばステンレス、Ｎｉ－Ｔｉ（ニッケル・チタン）合金など
が挙げられる。
【００２０】
　電気信号ケーブル１４０ｂは、図３、図４に示すように、周方向の対向する位置に一対
設けられる。本実施形態において、電気信号ケーブル１４０ｂは、断面が略円状に形成さ
れている。電気信号ケーブル１４０ｂは、例えば、ツイストペアケーブルや同軸ケーブル
により構成することができる。
【００２１】
　振動子ユニット１４５は、超音波を送受信する超音波振動子１４５ａ（信号送受信部に
相当）と、超音波振動子１４５ａを収容するハウジング１４５ｂと、を有している。
【００２２】
　超音波振動子１４５ａは、検査波としての超音波を体腔内に送信し、かつ、体腔から反
射してきた超音波を受信する機能を有している。超音波振動子１４５ａは、電気信号ケー
ブル１４０ｂを介して電極端子１６６（図５を参照）と電気的に接続している。
【００２３】
　超音波振動子１４５ａとしては、例えば、セラミックス、水晶などの圧電材を用いるこ
とができる。
【００２４】
　剛性変化部１０は、駆動シャフト１４０の剛性を、駆動シャフト１４０の先端側より基
端側において高くする。剛性変化部１０は、図１に示すように、シース１１０の内部に軸
方向に延在して設けられる。
【００２５】
　剛性変化部１０は、図３に示すように、駆動シャフト１４０の先端１４０ｃに対して所
定の距離Ｌ１だけ基端側に離間した位置から、基端側に向けて延在して設けられる。すな
わち、駆動シャフト１４０の先端側には、剛性変化部１０が設けられない領域が存在する
。剛性変化部１０は、ハブ１６０の接続パイプ１６４ｂの内部まで延在している（図５参
照）。
【００２６】
　上述の距離Ｌ１は、駆動シャフト１４０の先端１４０ｃから剛性変化部１０の先端１０
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ａまでの距離に相当する。距離Ｌ１は特に限定されないが、例えば、１５０～２００ｍｍ
である。
【００２７】
　剛性変化部１０は、図３、図４に示すように、電気信号ケーブル１４０ｂに対して径方
向の内方側に配置される。剛性変化部１０は、先端に設けられるテーパ部１１と、テーパ
部１１の基端側に設けられる軸部１２と、を有する。
【００２８】
　テーパ部１１は、先端に向けて先細り形状を備えている。テーパ部１１の軸方向の長さ
は特に限定されないが、例えば、１５０～２００ｍｍである。
【００２９】
　軸部１２は、テーパ部１１の基端に連続している。軸部１２は、外径が略一定となるよ
うに、接続パイプ１６４ｂの内部まで延在して構成されている。
【００３０】
　剛性変化部１０を構成する材料は、特に限定されないが、例えばＳＵＳやＮｉＴｉなど
の金属を用いることができる。例えば、剛性変化部１０がＳＵＳによって構成されている
場合、駆動シャフト１４０の剛性を好適に高めることができる。また、例えば、剛性変化
部１０がＮｉＴｉによって構成されている場合、剛性変化部１０が形状記憶の特性を備え
るため、剛性変化部１０が変形したとしても元の形状に戻る。よって、画像診断用カテー
テル１００の使用時に駆動シャフト１４０が回転する際、駆動シャフト１４０の回転ムラ
が発生することを好適に防止することができる。
【００３１】
　上述のように剛性変化部１０が設けられることによって、駆動シャフト１４０には、先
端側から順に、剛性が低い柔軟部１４１、剛性が基端側から先端側に向けて漸減する中間
部１４２、および剛性が高い高剛性部１４３が形成される。
【００３２】
　柔軟部１４１は、駆動シャフト１４０のうち、剛性変化部１０が設けられない領域に相
当する。中間部１４２は、駆動シャフト１４０のうち、剛性変化部１０のテーパ部１１が
設けられる領域に相当する。高剛性部１４３は、駆動シャフト１４０のうち、剛性変化部
１０の軸部１２が設けられる領域に相当する。
【００３３】
　このように駆動シャフト１４０には、先端側から順に柔軟部１４１、中間部１４２、お
よび高剛性部１４３が形成されるため、駆動シャフト１４０の剛性を先端側より基端側に
おいて高くすることができる。また、柔軟部１４１と高剛性部１４３との間に、中間部１
４２が形成されているため、中間部１４２において、駆動シャフト１４０の剛性を基端側
から先端側に向けて連続的に漸減させることができ、操作性および耐折れ曲がり性を向上
させることができる。なお、中間部１４２において、テーパ部１１は連続的に漸減するよ
うに構成されているが、段階的に漸減するように構成されていてもよい。
【００３４】
　シース１１０は、軸方向に延在して設けられる。シース１１０は、図３に示すように、
駆動シャフト１４０が進退移動可能に挿入されるルーメン１１０ａを備える。シース１１
０の先端部には、シース１１０に設けられたルーメン１１０ａに並設されて、ガイドワイ
ヤＷが挿通可能なガイドワイヤルーメン１１４ａを備えるガイドワイヤ挿通部材１１４が
取り付けられている。シース１１０およびガイドワイヤ挿通部材１１４は、熱融着等によ
り一体的に構成することが可能である。ガイドワイヤ挿通部材１１４には、Ｘ線造影性を
有するマーカ１１５が設けられている。マーカ１１５は、Ｐｔ、Ａｕ、Ｉｒ等のＸ線不透
過性の高い金属コイルから構成される。
【００３５】
　シース１１０の先端部には、ルーメン１１０ａの内部と外部とを連通する連通孔１１６
が形成されている。また、シース１１０の先端部には、ガイドワイヤ挿通部材１１４を強
固に接合・支持するための補強部材１１７が設けられる。補強部材１１７には、補強部材
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１１７より基端側に配置されるルーメン１１０ａの内部と連通孔１１６とを連通する連通
路１１７ａが形成されている。なお、シース１１０の先端部には、補強部材１１７が設け
られていなくてもよい。
【００３６】
　連通孔１１６は、プライミング液を排出するためのプライミング液排出孔である。画像
診断用カテーテル１００を使用する際は、シース１１０内の空気による超音波の減衰を減
らし、超音波を効率良く送受信するため、プライミング液をシース１１０内に充填させる
プライミング処理を行う。プライミング処理を行う際に、プライミング液を連通孔１１６
から外部に放出させて、プライミング液とともに空気等の気体をシース１１０の内部から
排出することができる。
【００３７】
　シース１１０は、超音波の透過性の高い材料により形成している。シース１１０の軸方
向において超音波振動子１４５ａが移動する範囲であるシース１１０の先端部は、超音波
の透過性が他の部位に比べて高く形成された音響窓部を構成する。
【００３８】
　シース１１０、ガイドワイヤ挿通部材１１４、および補強部材１１７は、可撓性を有す
る材料で形成され、その材料は特に限定されず、例えば、スチレン系、ポリオレフィン系
、ポリウレタン系、ポリエステル系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポリブタジエン系、
トランスポリイソプレン系、フッ素ゴム系、塩素化ポリエチレン系等の各種熱可塑性エラ
ストマー等が挙げられ、これらのうちの１種または２種以上を組合せたもの（ポリマーア
ロイ、ポリマーブレンド、積層体等）も用いることができる。なお、シース１１０の外表
面には、湿潤時に潤滑性を示す親水性潤滑被覆層を配置することが可能である。
【００３９】
　図５に示すように、ハブ１６０は、中空形状を有するハブ本体１６１と、ハブ本体１６
１の内部に連通するポート１６２と、外部装置３００との接続を行う際にハブ１６０の向
きを確認するための方向確認用の突起１６３ａ、１６３ｂと、ポート１６２よりも基端側
を封止するシール部材１６４ａと、駆動シャフト１４０を保持する接続パイプ１６４ｂと
、接続パイプ１６４ｂを回転自在に支持する軸受１６４ｃと、外部装置３００と機械的お
よび電気的に接続される電極端子１６６が内部に配置されたコネクタ部１６５と、を有し
ている。
【００４０】
　ハブ本体１６１の先端部には内側シャフト１３０が接続されている。駆動シャフト１４
０は、ハブ本体１６１の内部において内側シャフト１３０から引き出されている。内側シ
ャフト１３０と駆動シャフト１４０との間には、保護管１３３を配置している。保護管１
３３は、内側シャフト１３０と駆動シャフト１４０との干渉により駆動シャフト１４０に
破損が生じるのを防止する機能を有している。
【００４１】
　接続パイプ１６４ｂは、ロータ１６７の回転を駆動シャフト１４０に伝達するために、
ロータ１６７と反対側の端部である接続パイプ１６４ｂの先端で駆動シャフト１４０およ
び剛性変化部１０を保持する。剛性変化部１０は、基端近傍において、接続パイプ１６４
ｂと固定されている。剛性変化部１０および接続パイプ１６４ｂの固定方法は、特に限定
されないが、例えばかしめによる固定または接着剤による接着である。
【００４２】
　接続パイプ１６４ｂの内部には電気信号ケーブル１４０ｂ（図３参照）が挿通されてお
り、当該電気信号ケーブル１４０ｂの一端は電極端子１６６に、他端は駆動シャフト１４
０内を通り抜けて超音波振動子１４５ａに接続されている。超音波振動子１４５ａにおけ
る受信信号は、電極端子１６６を介して外部装置３００に送信され、所定の処理を施され
て画像として表示される。
【００４３】
　再び図１を参照して、画像診断用カテーテル１００は、外部装置３００に接続されて駆
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動される。
【００４４】
　上述したように、外部装置３００は、ハブ１６０の基端側に設けられたコネクタ部１６
５（図５参照）に接続される。
【００４５】
　また、外部装置３００は、駆動シャフト１４０を回転させるための動力源であるモータ
３００ａと、駆動シャフト１４０を軸方向に移動させるための動力源であるモータ３００
ｂと、を有する。モータ３００ｂの回転運動は、モータ３００ｂに接続したボールネジ３
００ｃによって軸方向の運動に変換される。
【００４６】
　外部装置３００の動作は、これに電気的に接続した制御装置３２０によって制御される
。制御装置３２０は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）およ
びメモリを主たる構成として含む。制御装置３２０は、モニタ３３０に電気的に接続して
いる。
【００４７】
　次に、第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００の使用例について述べる。
【００４８】
　まず、術者は、ハブ１６０を最も基端側に引いた状態で（図２（Ｂ）参照）、プライミ
ング液が入ったシリンジＳをポート１６２に接続し、シリンジＳの押し子を押してプライ
ミング液をシース１１０のルーメン１１０ａの内部に注入する。
【００４９】
　プライミング液をルーメン１１０ａの内部に注入すると、連通孔１１６を介して、プラ
イミング液がシース１１０の外部に放出され、プライミング液と共に空気等の気体をシー
ス１１０の内部から外部に排出することができる（プライミング処理）。
【００５０】
　プライミング処理後、図１に示すように、外部装置３００を画像診断用カテーテル１０
０のコネクタ部１６５（図５参照）に接続する。そして術者は、ハブ１６０をユニットコ
ネクタ１５０の基端に当接するまで押し込み（図２（Ａ）参照）、図３に示すように、振
動子ユニット１４５を先端側に移動させる。この状態で、シース１１０は、ガイドワイヤ
ルーメン１１４ａにガイドワイヤＷを挿通させながら、ガイドワイヤＷに沿って体腔（例
えば、血管）内の目的の位置に挿入される。ここで、本実施形態に係る画像診断用カテー
テル１００は、剛性変化部１０を備えるため、先端側では柔軟性を備え、基端側では高剛
性を備える。よって、術者の操作性が向上する。
【００５１】
　体腔内の目的の位置で断層画像を得る際、振動子ユニット１４５は、駆動シャフト１４
０とともに回転しつつ基端側へと移動する（プルバック操作）。このとき、振動子ユニッ
ト１４５の超音波振動子１４５ａは、超音波を送受信する。
【００５２】
　駆動シャフト１４０の回転および移動操作は、制御装置３２０によって制御される。ハ
ブ１６０内に設けたコネクタ部１６５は、外部装置３００に接続された状態で回転され、
これに連動して、駆動シャフト１４０が回転する。コネクタ部１６５および駆動シャフト
１４０の回転速度は、例えば１８００ｒｐｍである。
【００５３】
　また、制御装置３２０から送られる信号に基づき、超音波振動子１４５ａは体内に超音
波を送信する。超音波振動子１４５ａが受信した反射波に対応する信号は、駆動シャフト
１４０および外部装置３００を介して制御装置３２０に送られる。制御装置３２０は、超
音波振動子１４５ａから送られてくる信号に基づき体腔の断層画像を生成し、生成した画
像をモニタ３３０に表示する。
【００５４】
　以上のように、本実施形態に係る画像診断用カテーテル１００は、先端に超音波振動子
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１４５ａが設けられた回転可能な駆動シャフト１４０と、駆動シャフト１４０が挿入され
軸方向に延在するシース１１０と、シース１１０の内部に設けられ、駆動シャフト１４０
の剛性を先端側より基端側において高くする剛性変化部１０と、を有する。このように構
成された画像診断用カテーテル１００によれば、剛性変化部１０は、駆動シャフト１４０
の剛性を先端側より基端側において高くすることができる。また、剛性変化部１０は、シ
ース１１０の内部に配置されているため、シース１１０の外径の拡大を防止することがで
きる。したがって、シース１１０の外径の拡大を防止しつつ、先端側では柔軟性を備え、
基端側では高剛性を備える画像診断用カテーテル１００を提供することができる。
【００５５】
　また、剛性変化部１０は、駆動シャフト１４０の先端１４０ｃに対して所定の距離Ｌ１
だけ基端側に離間した位置から基端側に向けて配置される。このように構成された画像診
断用カテーテル１００によれば、駆動シャフト１４０のうち剛性変化部１０が設けられな
い領域が柔軟部１４１を構成し、駆動シャフト１４０のうち剛性変化部１０が設けられる
領域が高剛性部１４３を構成する。このため、容易な構成によって、先端側では柔軟性を
備え、基端側では高剛性を備える画像診断用カテーテル１００を提供することができる。
【００５６】
　また、剛性変化部１０は、軸方向に延在して設けられる。このように構成された画像診
断用カテーテル１００によれば、駆動シャフト１４０の剛性を軸方向に沿って連続的に高
めることができる。
【００５７】
　また、駆動シャフト１４０は、可撓性を備える管体１４０ａと、管体１４０ａの内部に
挿通された電気信号ケーブル１４０ｂと、を有し、剛性変化部１０は、電気信号ケーブル
１４０ｂに対して径方向の内方側に配置される。このように構成された画像診断用カテー
テル１００によれば、剛性変化部１０が駆動シャフト１４０の内部に配置されることにな
るため、シース１１０の外径が拡大することをより好適に防止することができる。
【００５８】
　また、剛性変化部１０は、先端に設けられ先細り形状のテーパ部１１を備える。このよ
うに構成された画像診断用カテーテル１００によれば、柔軟部１４１と高剛性部１４３と
の間に、中間部１４２が形成される。このため、中間部１４２において、駆動シャフト１
４０の剛性を基端側から先端側に向けて連続的に漸減させることができ、操作性および耐
折れ曲がり性を向上させることができる。
【００５９】
　＜第１実施形態の変形例＞
　次に、図６、図７を参照して、第１実施形態の変形例に係る画像診断用カテーテル２０
０の構成について説明する。
【００６０】
　図６は、第１実施形態の変形例に係る画像診断用カテーテル２００の先端側の構成を示
す拡大断面図であって、図７（Ａ）は、図６の７Ａ－７Ａ線に沿う断面図、図７（Ｂ）は
、図６の７Ｂ－７Ｂ線に沿う断面図、図７（Ｃ）は、図６の７Ｃ－７Ｃ線に沿う断面図で
ある。
【００６１】
　第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００の剛性変化部１０は、図４に示すよう
に、電気信号ケーブル１４０ｂに対して径方向の内方側に配置された。これに対して、第
１実施形態の変形例に係る画像診断用カテーテル２００の剛性変化部２１０は、図６、図
７に示すように、電気信号ケーブル１４０ｂが埋められるように配置されている。
【００６２】
　剛性変化部２１０は、図６、図７に示すように、先端に設けられるテーパ部２１１と、
テーパ部２１１の基端側に設けられる軸部２１２と、を有する。
【００６３】
　軸部２１２は、外径が略一定となるように、接続パイプ１６４ｂの内部まで延在して構
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成されている。軸部２１２には、図７に示すように、電気信号ケーブル１４０ｂが埋めら
れる。また、軸部２１２は、管体１４０ａの内腔１４０ｄを埋めるように配置されている
。換言すれば、軸部２１２の外径は、管体１４０ａの内腔１４０ｄの径と略同一となるよ
うに構成されている。
【００６４】
　剛性変化部２１０を構成する材料は、電気信号ケーブル１４０ｂを埋めることができる
限りにおいて限定されないが、例えば、エポキシ等の樹脂を用いることができる。
【００６５】
　以上説明したように、第１実施形態の変形例に係る画像診断用カテーテル２００では、
剛性変化部２１０は、電気信号ケーブル１４０ｂが埋められるとともに管体１４０ａの内
腔１４０ｄを埋めるように配置される軸部２１２を備える。このように構成された画像診
断用カテーテル２００によれば、剛性変化部２１０の軸部２１２は、管体１４０ａの内腔
１４０ｄを埋めるように配置されるため、軸部２１２を第１実施形態に係る軸部１２より
も太く構成することができる。したがって、第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１
００よりも、駆動シャフト１４０の高剛性部１４３における剛性をより高めることができ
る。また、電気信号ケーブル１４０ｂが埋められた軸部２１２を、管体１４０ａの内腔１
４０ｄに挿入することが容易であるため、製造が容易となる。
【００６６】
　＜第２実施形態＞
　次に、図８を参照して、第２実施形態に係る画像診断用カテーテル４００の構成につい
て説明する。
【００６７】
　図８は、第２実施形態に係る画像診断用カテーテル４００の先端側の構成を示す拡大断
面図である。第１実施形態と共通する部分は説明を省略し、第２実施形態のみに特徴のあ
る箇所について説明する。なお、上述した第１実施形態と同一の部材には同一の符号を付
して説明し、重複した説明は省略する。第２実施形態は、第１実施形態と比較して、駆動
シャフト４４０、信号送受信部４４５、および剛性変化部４１０の構成が異なる。
【００６８】
　第２実施形態に係る画像診断用カテーテル４００は、ＩＶＵＳと光干渉断層診断法（Ｏ
ＣＴ）との両方の機能を備えて各機能を切り替えてまたは同時に使用することが可能なデ
ュアルタイプである。
【００６９】
　第２実施形態に係る画像診断用カテーテル４００は、図８に示すように、信号を送受信
する信号送受信部４４５を先端に有してシース１１０内に回転可能に設けられる駆動シャ
フト４４０と、シース１１０の内部に設けられる剛性変化部４１０と、を有する。シース
１１０、外管１２０、内側シャフト１３０、ユニットコネクタ１５０、ハブ１６０、およ
び中継コネクタ１７０の構成は、上述した第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１０
０と同様であるため、これらの説明は省略する。
【００７０】
　図８に示すように、駆動シャフト４４０は、管体１４０ａと、電気信号ケーブル１４０
ｂと、管体１４０ａの内部に挿通された光ファイバケーブル４４０ｃと、を有する。
【００７１】
　信号送受信部４４５は、超音波振動子１４５ａと、光を送受信する光送受信部４４５ｂ
と、を有する。超音波振動子１４５ａおよび光送受信部４４５ｂは、ハウジング４４６に
収容されている。
【００７２】
　光送受信部４４５ｂは、伝送された測定光を連続的に体腔内に送信するとともに、体腔
内の生体組織からの反射光を連続的に受信する。光送受信部４４５ｂは、光ファイバケー
ブル４４０ｃの先端に設けられ、光を集光するレンズ機能と反射する反射機能とを備える
ボールレンズ（光学素子）を有する。
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【００７３】
　ハウジング４４６の基端は駆動シャフト４４０に接続されている。
【００７４】
　剛性変化部４１０は、駆動シャフト４４０の剛性を、駆動シャフト４４０の先端側より
基端側において高くする。剛性変化部４１０は、シース１１０の内部に軸方向に延在して
設けられる。
【００７５】
　剛性変化部４１０は、図８に示すように、駆動シャフト４４０の先端４４０ｄに対して
所定の距離Ｌ１だけ基端側に離間した位置から、基端側に向けて延在して設けられる。剛
性変化部４１０は、光ファイバケーブル４４０ｃの先端側が距離Ｌ１だけ露出するように
、光ファイバケーブル４４０ｃの外周を被覆する。剛性変化部４１０は、光ファイバケー
ブル４４０ｃに対して、例えば接着剤によって接着されている。
【００７６】
　剛性変化部４１０は、図８に示すように、先端側に設けられる小径部４１１と、小径部
４１１の基端側に設けられ小径部４１１よりも径の大きい大径部４１２と、を有する。
【００７７】
　上述の距離Ｌ１は、駆動シャフト４４０の先端４４０ｄから剛性変化部４１０の先端４
１０ａまでの距離に相当する。
【００７８】
　剛性変化部４１０は、図８に示すように、光ファイバケーブル４４０ｃの外周であって
、電気信号ケーブル１４０ｂに対して径方向の内方側に配置される。
【００７９】
　剛性変化部４１０を構成する材料は、光ファイバケーブル４４０ｃを被覆できる限りに
おいて限定されないが、例えば、ポリイミドやポリカーボネートなどを用いることができ
る。
【００８０】
　上述のように剛性変化部４１０が設けられることによって、駆動シャフト４４０には、
先端側から順に、剛性が低い柔軟部４４１、柔軟部４４１よりも剛性が高い中間部４４２
、および中間部４４２よりも剛性が高い高剛性部４４３が形成される。
【００８１】
　柔軟部４４１は、駆動シャフト４４０のうち、剛性変化部４１０が設けられない領域に
相当する。中間部４４２は、駆動シャフト４４０のうち、小径部４１１が設けられる領域
に相当する。高剛性部４４３は、駆動シャフト４４０のうち、大径部４１２が設けられる
領域に相当する。
【００８２】
　このように駆動シャフト４４０には、先端側から順に柔軟部４４１、中間部４４２、お
よび高剛性部４４３が形成されるため、駆動シャフト４４０の剛性を先端側より基端側に
おいて高くすることができる。
【００８３】
　以上説明したように、第２実施形態に係る画像診断用カテーテル４００では、駆動シャ
フト４４０は、可撓性を備える管体１４０ａと、管体１４０ａの内部に挿通された光ファ
イバケーブル４４０ｃと、を有し、剛性変化部４１０は、光ファイバケーブル４４０ｃの
外周を被覆するように配置される。このように構成された画像診断用カテーテル４００に
よれば、先端側では柔軟性を備え、基端側では高剛性を備える画像診断用カテーテル４０
０を提供することができる。
【００８４】
　＜第３実施形態＞
　次に、図９を参照して、第３実施形態に係る画像診断用カテーテル５００の構成につい
て説明する。
【００８５】
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　図９は、第３実施形態に係る画像診断用カテーテル５００の先端側の構成を示す拡大断
面図である。第１実施形態と共通する部分は説明を省略し、第３実施形態のみに特徴のあ
る箇所について説明する。なお、上述した第１実施形態と同一の部材には同一の符号を付
して説明し、重複した説明は省略する。第３実施形態は、第１実施形態と比較して、剛性
変化部５１０の構成が異なる。
【００８６】
　第３実施形態に係る画像診断用カテーテル５００は、第１実施形態に係る画像診断用カ
テーテル１００と同様に、ＩＶＵＳに適用される。
【００８７】
　第３実施形態に係る画像診断用カテーテル５００は、図９に示すように、シース１１０
の内部に設けられる剛性変化部５１０を有する。シース１１０、外管１２０、内側シャフ
ト１３０、駆動シャフト１４０、ユニットコネクタ１５０、ハブ１６０、および中継コネ
クタ１７０の構成は、上述した第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００と同様で
あるため、これらの説明は省略する。
【００８８】
　剛性変化部５１０は、駆動シャフト１４０の剛性を、駆動シャフト１４０の先端側より
基端側において高くする。剛性変化部５１０は、図９に示すように、駆動シャフト１４０
の先端１４０ｃに対して所定の距離Ｌ１だけ基端側に離間した位置から、基端側に向けて
断続的に配置されている。剛性変化部５１０は、駆動シャフト１４０の基端まで形成され
ている。
【００８９】
　上述の距離Ｌ１は、駆動シャフト１４０の先端１４０ｃから剛性変化部５１０の先端５
１０ａまでの距離に相当する。
【００９０】
　剛性変化部５１０は、図９に示すように、駆動シャフト１４０の先端側に対して基端側
が密となるように、断続的に配置されている。剛性変化部５１０は、管体１４０ａの外表
面に半田付け等のロウ付けをすることによって形成されている。剛性変化部５１０は、管
体１４０ａの外周に１周分形成されていてもよいし、周方向の一部に形成されていてもよ
い。
【００９１】
　なお、剛性変化部５１０は、金属製のリング（プラチナまたはＳＵＳ）または短い管を
管体１４０ａにかしめることによって形成されていてもよい。
【００９２】
　剛性変化部５１０は、図９に示すように、先端側では第１のピッチＰ１で配置され、基
端側では第２のピッチＰ２で配置される。第１のピッチＰ１は、第２のピッチＰ２よりも
大きい。第１のピッチＰ１は、特に限定されないが、例えば１０ｍｍ～２０ｍｍである。
また、第２のピッチＰ２は、特に限定されないが、例えば５ｍｍ～７ｍｍである。また、
１つあたりの剛性変化部５１０の幅Ｗは、特に限定されないが、例えば０．５ｍｍ～１ｍ
ｍである。
【００９３】
　上述のように剛性変化部５１０が設けられることによって、駆動シャフト１４０には、
先端側から順に、剛性が低い柔軟部５４１、柔軟部５４１よりも剛性が高い中間部５４２
、中間部５４２よりも剛性が高い高剛性部５４３が形成される。
【００９４】
　柔軟部５４１は、駆動シャフト１４０のうち、剛性変化部５１０が配置されていない領
域に相当する。中間部５４２は、駆動シャフト１４０のうち、剛性変化部５１０が第１の
ピッチＰ１で配置されている領域に相当する。高剛性部５４３は、駆動シャフト１４０の
うち、剛性変化部５１０が第２のピッチＰ２で配置されている領域に相当する。
【００９５】
　このように駆動シャフト１４０には、先端側から順に柔軟部５４１、中間部５４２、お
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よび高剛性部５４３が形成されるため、駆動シャフト１４０の剛性を先端側より基端側に
おいて高くすることができる。
【００９６】
　以上説明したように、第３実施形態に係る画像診断用カテーテル５００では、剛性変化
部５１０は、先端側よりも基端側が密となるように、前記軸方向に断続的に設けられる。
このように構成された画像診断用カテーテル５００によれば、先端側では柔軟性を備え、
基端側では高剛性を備える画像診断用カテーテル５００を提供することができる。また、
剛性変化部が連続的に設けられる構成と比較して、剛性変化部５１０を軽量化することが
できる。
【００９７】
　以上、実施形態および変形例を通じて本発明に係る画像診断用カテーテルを説明したが
、本発明は実施形態および変形例において説明した構成のみに限定されることはなく、特
許請求の範囲の記載に基づいて適宜変更することが可能である。
【００９８】
　例えば、上述した第１実施形態では、電気信号ケーブル１４０ｂは、図４に示すように
、断面が略円状に構成された。しかしながら、電気信号ケーブル６４０ｂは、図１０に示
すように、管体１４０ａと剛性変化部６１０の隙間Ｄ１に配置される構成であってもよい
。このように電気信号ケーブル６４０ｂが構成することによって、剛性変化部６１０の外
径を、第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００の剛性変化部１０の外径よりも大
きくすることができる。このため、駆動シャフトの剛性をより高くすることができる。
【００９９】
　また、第１実施形態に係る画像診断用カテーテル１００を、疾患部位が脚のような末梢
部位に適用する場合、図１１に示すように、疾患部位と反対側の脚から、画像診断用カテ
ーテルをアプローチする手技がある。このとき、図１１に示す腸骨動脈の分岐部Ｄにおい
て、駆動シャフトとシースの摩擦が大きくなる。したがって、画像診断用カテーテル１０
０のうち、分岐部Ｄに相当する位置では、剛性変化部の外径を小さくして、駆動シャフト
１４０の高剛性部１４３において部分的に剛性を低下させることが好ましい。
【０１００】
　また、上述した第１実施形態では、画像診断用カテーテル１００の剛性変化部１０はテ
ーパ部１１を有したが、テーパ部１１が設けられなくてもよい。
【０１０１】
　また、上述した第１実施形態では、剛性変化部１０は、図３に示すように、駆動シャフ
ト１４０の先端１４０ｃに対して所定の距離Ｌ１だけ基端側に離間した位置から基端側に
向けて配置された。しかしながら、剛性変化部は、駆動シャフト１４０の先端１４０ｃか
ら基端側に向けて配置されてもよい。このとき、剛性変化部の外径は、基端よりも先端が
小さく構成されている。
【０１０２】
　また、上述した第２実施形態では、画像診断用カテーテル４００は、ＩＶＵＳとＯＣＴ
の両方の機能を備えるデュアルタイプに適用されたが、ＯＣＴに適用されてもよい。
【０１０３】
　また、上述した第３実施形態では、画像診断用カテーテル５００は、ＩＶＵＳに適用さ
れたが、ＯＣＴ、またはＩＶＵＳとＯＣＴの両方の機能を備えるデュアルタイプに適用さ
れてもよい。
【符号の説明】
【０１０４】
　　１００、２００、４００、５００　　画像診断用カテーテル、
　　１０、２１０、４１０、５１０、６１０　　剛性変化部、
　　１１、２１１　　テーパ部、
　　１２、２１２　　軸部、
　　１１０　　シース、
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　　１４０、４４０　　駆動シャフト、
　　１４０ａ　　管体、
　　１４０ｂ、６４０ｂ　　電気信号ケーブル、
　　１４０ｃ、４４０ｄ　　駆動シャフトの先端、
　　１４０ｄ　　管体の内腔、
　　１４５ａ　　超音波振動子（信号送受信部）、
　　４４０ｃ　　光ファイバケーブル、
　　４４５ｂ　　光送受信部（信号送受信部）、
　　Ｌ１　　距離。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】

【図１１】
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